
「☆」：第２期地域創生戦略・まちづくり戦略（５次総計）事業

新規
拡充

戦略

新規
高機能消防指令システム部分更
新事業費

京田辺市消防本部で実施される高機能消防指令システ
ム部分更新事業に係る経費を負担する。

総務課 37,549 P.3

新規 女性消防団員確保事業費
消防団における多様な人材活用の一つとして示されてい
る女性消防団員について、人材の確保を図る。

総務課 782 P.4

新規 消防ポンプ自動車更新事業費
常備消防力の維持・強化を図ることを目的に、消防車両
更新計画に基づき消防ポンプ自動車の更新を行う。

総務課 57,420 P.5

障がい者自立支援給付等事業
費

障がい者が自立した日常生活を営むために必要となる、
各種障がい福祉サービス給付等の支援を行う。

福祉課 291,207 P.9

☆ 障がい者地域生活支援事業費
障がい者等が自立した日常生活を営むことができるよ
う、地域の特性や利用者の状況に応じた事業を行う。

福祉課 11,074 P.10

保険給付費
【介護保険特別会計】

要介護・要支援認定者に対し、自立した日常生活を営む
ことができるよう、必要な介護サービスを給付する。

福祉課 711,908 P.11

☆
介護予防・日常生活支援総合事
業費【介護保険特別会計】

高齢者が地域で生活を継続できるよう、地域資源を活用
し地域全体で高齢者を支えるとともに、高齢者自らの持
つ能力を活かした介護予防事業等を行う。

福祉課 17,618 P.12

☆
地域リハビリテーション活動支援
事業費【介護保険特別会計】

効果的な介護予防を実施するため、リハビリテーションに
関する専門職と連携しながら、高齢者の支援を行う。

福祉課 47 P.13

新規
高齢者の保健事業と介護予防
等の一体的実施事業費

フレイル予防の浸透を図るため、地域の通いの場へ専門
職を派遣し、高齢者の健康づくりへの関心や取り組みを
推進する。

健康対策課 1,426 P.14

拡充 ☆
うじたわらウォーキング（walk・
筋・ing）応援事業費

住民の健康寿命の延伸を図るため、生活習慣病やフレイ
ルに関する知識の普及や啓発を行い、自主的に運動す
る機会を増やすことにつなげる。

健康対策課 260 P.15

新型コロナウイルス感染症予防
対策事業費

京都府や関係団体と連携しながら、町が主体となり新型
コロナウイルスワクチンの追加接種（３回目）を実施す
る。

健康対策課 19,566 P.16

☆
特定健康診査等実施事業費
【国民健康保険特別会計】

特定健康診査を行い、メタボリックシンドローム等に判定
された方に対して、特定保健指導を行う。

健康対策課 10,760 P.17

☆
生活習慣病予防対策事業費
【国民健康保険特別会計】

メタボリックシンドロームと判定された方及び糖尿病罹患
の恐れがある方に対し保健指導を重点的に行う。

健康対策課 1,162 P.18

☆
後期高齢者健康診査事業費
【後期高齢者医療特別会計】

後期高齢者医療保険被保険者の健康の保持増進を図る
ため、疾病の早期発見・早期治療を目的とした健康診査
を行う。

健康対策課 5,359 P.19

新規
新型コロナウイルス感染症予防
対策事業費

京都府や関係団体と連携しながら、町が主体となり満５
歳から１１歳の小児の新型コロナウイルスワクチンの接
種を実施する。

子育て支援課 3,253 P.24

☆ 新市街地都市公園整備事業費
役場庁舎の隣接地に、防災機能を有する都市公園を整
備し、住民参画型のにぎわいイベントを開催する。

まちづくり推進課 3,659 P.36

 まちづくりの目標

 ❶ 健やかに安心して暮らせるまち　【福祉・保健・医療、防災・安全】

16事業

11億7,305万円

令和４年度当初予算重点施策事業⼀覧
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「☆」：第２期地域創生戦略・まちづくり戦略（５次総計）事業

新規
拡充

戦略

区分

事　業 概　　要 課名
予算額
（千円）

主要
事項
調書

新規 コンビニ交付導入事業費
住民の利便性向上と証明書交付事務の効率化を図るた
め、マイナンバーカードを利用してコンビニ店舗で住民票
の写し等を取得できるシステムを構築する。

税住民課 11,724 P.8

☆
宇治田原山手線関連事業費（工
業団地線）

安全で災害に強い道路整備を計画的に進めるため、そ
の骨格となる宇治田原山手線と関連する宇治田原工業
団地線の整備を行う。

建設環境課 61,000 P.25

☆ 町道新設改良事業費
住民生活の利便性、安全性、快適性を確保するために、
住民生活に密着した生活道路の整備改良を行う。

建設環境課 56,951 P.26

道路施設長寿命化修繕事業費
道路施設（橋梁、舗装）の長寿命化修繕計画に基づき、
計画的な補強、修繕及び補修工事を行う。

建設環境課 28,592 P.27

ＪＲ奈良線高速化・複線化事業
費補助金

JR西日本が実施するJR奈良線の高速化・複線化第二期
事業を支援する。

まちづくり推進課 35,063 P.29

拡充 ☆ 公共交通利用推進事業費
令和３年度からの実証運行を踏まえ、「新しい地域公共
交通」の運行を開始するとともに、将来的な町の公共交
通の方向性を定める地域公共交通計画を策定する。

まちづくり推進課 11,865 P.30

拡充 ☆ 町営バス運行事業費
持続可能な地域公共交通と利便性向上をめざし、令和４
年１０月からを目途にルート再編と有償化を進める。

まちづくり推進課 13,752 P.31

新規 ☆
デマンド型乗合タクシー運行事
業費

実証運行の効果検証を踏まえ、住民の交通利便性を高
めるため、予約型乗合タクシーを運行する。

まちづくり推進課 4,437 P.32

☆
宇治田原山手線整備促進住民
会議助成金

都市計画道路宇治田原山手線の早期完成に向け、住民
主体組織の活動に対する助成、側面支援を行う。

まちづくり推進課 600 P.33

☆ 宇治田原山手線整備事業費

京滋バイパス南郷インターチェンジや新名神大津スマー
トインターチェンジを結ぶ道路ネットワークを構築し、新名
神効果を町内全域に幅広くつなげるため、宇治田原山手
線を整備する。

まちづくり推進課 111,531 P.34

☆ 空家等総合対策事業費
町内における空家等の適正な管理と利活用、さらには移
住定住を促進するための総合的な取り組みとともに、「空
家等対策計画」の改定を行う。

まちづくり推進課 3,408 P.35

湯屋谷配水管更新事業費
【水道事業会計】

湯屋谷地区への安定的な水道水の供給を行うため、老
朽配水管の更新を推進する。

上下水道課 22,000 P.44

公共下水道（管渠）整備事業費
【下水道事業会計】

住みよいまちづくりと田原川をはじめとする自然環境を守
るため、下水道管渠整備を推進する。

上下水道課 148,600 P.45

拡充 ☆ ふるさと納税推進事業費
本町の魅力や町内産業等のＰＲを行うとともに、納税額
の増加により次世代を担う子どもたちのための施策展開
を行う。

企画財政課 100,000 P.7

☆
「ハートのまち」移住定住プロ
モーション事業費

「京都に、宇治田原町。」「うじたわらいく」ほかを前面に打
ち出したシティプロモーションを行い、まちの活力や定住
促進等につなげる。

まちづくり推進課 1,963 P.28

新規 高収益作物次期作支援事業費
次期作の高収益作物耕作面積に応じ補助金を交付する
ことにより、次期作に前向きに取り組む生産者を支援す
る。

産業観光課 8,250 P.37

林道整備等事業費
林道を安全に通行できるよう、また災害を防ぐため、既設
林道の改良や維持管理を目的に実施する。

産業観光課 11,098 P.38

森林経営管理事業費
森林の経営管理を確保するため、森林環境譲与税等の
活用により、林業成長と森林の適正管理に取り組む。

産業観光課 8,323 P.39

 まちづくりの目標

 ❷ 便利で快適に過ごせるまち　【都市基盤、環境保全、循環型社会、交通環境】

13事業

5億952万円

 まちづくりの目標

 ❸活気にあふれる交流のまち　【観光、農林業・商工業、雇用】

9事業

1億6,000万円
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有害鳥獣対策事業費
有害鳥獣による農林作物の被害軽減を図るため、有害
鳥獣駆除及び被害防止の各種対策を行う。

産業観光課 4,138 P.40

拡充
まちを元気にするプレミアム商品
券発行事業費補助金

町内の消費拡大と商工業者の活性化を目的として、町商
工会が発行する「プレミアム商品券」の発行に必要な経
費を補助する。

産業観光課 19,000 P.41

新規
宇治田原コロナ対策事業者支援
補助金

新型コロナウイルスの影響により売上が減少した町内の
中小企業者や小規模企業者を支援するため、事業継続
に向けた取組経費の一部を補助する。

産業観光課 2,000 P.42

☆
お茶の京都観光まちづくり推進
事業費

観光振興計画の推進や観光によるまちづくりの実現のた
め、観光魅力の創出の取り組みや観光情報発信の充実
を図る。

産業観光課 5,226 P.43

☆ 育児用品購入助成事業費
乳児の子育てに係る保護者の経済的負担の軽減を図る
ため、おむつ等育児用品の購入費用の助成を行う。

子育て支援課 940 P.20

☆ 地域子育て支援事業
地域全体で子育てを支援する基盤の形成を図るため、子
育て家庭への各種育児支援を行う。

子育て支援課 903 P.21

☆ 保育充実事業
安心して子どもを預けることができるよう、保育内容の充
実を図るとともに、思いやりの心を育む場を提供する。

子育て支援課 156,283 P.22

☆
保育所体づくりデ茶レンジャー育
成事業費

町立保育所に通所する児童を対象に、運動遊びを日常
的に取り入れるとともに、体育教室やサッカー教室を実
施する。

子育て支援課 971 P.23

☆ 小中一貫教育推進事業費
小学校、中学校の義務教育９年間の一貫教育の推進を
図る。

学校教育課 445 P.46

☆
寺子屋「うじたわら学び塾」運営
事業費

学びの場を創出するため、教職員退職者や大学生等の
指導による小・中学生対象の学び塾の運営を行う。

学校教育課 361 P.47

☆ 高校生通学費補助金
保護者の経済的負担軽減のため、高校等の通学に係る
費用に対して補助を行う。

学校教育課 20,975 P.48

新規
小中学校トイレ洋式化等整備事
業費

学校生活環境の向上を図るため、小中学校の和式トイレ
の洋式化及び手洗いの自動水栓化を行う。

学校教育課 29,825 P.49

新規 ☆ 家庭学習等支援事業費
民間教育機関と連携し家庭教育の学習機会を提供する
とともに、教職員の更なる指導力向上のため有識者によ
る学校教育の授業研究を行う。

学校教育課 2,716 P.50

新規 ☆
AIドリルで学習の基本・意欲・定
着推進事業費

町内小中学校の学習において、家庭学習を含め児童生
徒の自主的・積極的な学びを応援する。

学校教育課 1,214 P.51

新規 ☆
先端プログラミング教育推進事
業費

中学校の授業においてＳＴＥＡＭ教育を提供することによ
り、Society5.0に対応できる人材を育成する。

学校教育課 966 P.52

新規 ☆
ふるさと応援キャリア教育事業
費

中学校生徒が授業をとおして、ふるさとへの愛着や誇り、
まちづくりに関わろうとする自負の醸成や自分のキャリア
形成を主体的に設計し、実現させていく力を育成する。

学校教育課 600 P.53

拡充 ☆ 学びスイッチオン事業費
小学生等を対象としたデジタルツールも含めたプログラミ
ングやものづくりなどの講座を開催し、論理的思考力や
創造力を培う。

社会教育課 500 P.54

生涯学習推進事業費
一人ひとりが生きがいのある人生を過ごすことや自己学
習の向上に向けて、学習機会を選択して学ぶことのでき
る生涯学習のまちづくりを推進する。

社会教育課 1,079 P.55

新規 ☆
図書館de多文化コミュニケーショ
ン事業費

身近な図書館、行きたくなる図書館と感じられる取り組み
として、多言語、多文化コミュニケーションの場を創出す
るとともに相互理解も深めることを目指す。

社会教育課 100 P.56

 まちづくりの目標

 ❹ 子育てと学びを応援するまち 【子育て・教育、生涯学習・文化・スポーツ、人権・男女共同参画】

17事業

2億4,292万円
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新規 ☆
子どもの言葉を育てる絵本講座
事業費

子どもの言葉や読解力等を育むため、家庭でできる絵本
の読み聞かせ講座を開催する。

社会教育課 150 P.57

☆ 放課後児童健全育成事業費
保護者が労働等により昼間家庭にいない児童を放課後
等に預かり、その遊びと生活を支援し、健全な育成を図
る。

社会教育課 24,894 P.58

集会所等整備事業補助金
区及び自治会が行う集会所の新増築、改築、修繕等に
要する経費の補助を行う。

総務課 5,931 -

まち・ひと・しごと創生総合戦略
推進事業費

「地域創生総合戦略推進委員会」を設置し、宇治田原町
第５次まちづくり総合計画・第２期地域創生総合戦略の
進行管理を行う。

企画財政課 125 -

地域活動育成支援事業費
まちづくり参画意識の向上と、住民、行政のパートナー
シップの構築に向け、住民の自主的・主体的な地域活動
の育成・支援を行う。

企画財政課 550 -

行政改革・行政評価推進事業費
現行の第６次行政改革大綱及び同実施計画の振り返り
（総括）を行うとともに、本町の行政改革の新たな指針と
なる第７次大綱等を策定する。

企画財政課 336 P.6

 行政の基本姿勢

 ①地域コミュニティやまちづくり参画意識の向上と、住民・行政のパートナーシップの構築
3事業

661万円

 行政の基本姿勢

 ②効果的な行財政運営
1事業

34万円
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